
様式１ 令和７年度　　山梨県立甲府支援学校評価報告書（自己評価・学校関係者評価） 　

Ａ 4

Ｂ 3

Ｃ 2 あまりできていない。

Ｄ 1

番号 評価項目 具体的方策 方策の評価指標 達成度 成果と次年度への課題・改善策 意見・要望等

教員、学校看護師との協働による学校生活の質を
高める医療的ケアの推進

評価アンケートの実施 学校看護師との協働により、校内
の安全な医療的ケアが進み、児童
生徒の学習保証が進んだ。

ヒヤリハット事例の蓄積と分析による事故の未然
防止

データによる検証 過去におこった事例を教訓とし、未
然に事故を防ぐためteamsを活用し
て確認していく。

安全な摂食指導と歯科医との連携による摂食指
導の充実

まとめによる検証 専門家による研修をはじめ、職員間
においても、意見交換や手技の確
認をしていく。

非常時対応の充実と災害発生時の避難体制や対
応等の再検討

災害の状況により、その時最も安全
と考えられる避難方法をマニュアル
化して複数備えておき、見極めて対
応していく。

育成すべき資質能力を明確にした授業づくり 評価アンケートの実施 指導計画及び支援計画を活用し、
指導者間でねらいを明確にして授
業づくりを行う。

専門性の高い外部講師・専門家・授業アドバイ
ザーとの連携による授業づくり

まとめによる検証 それぞれの分野において高い専門
性をもつ人材の技術や助言を今後
も継続して活用することが重要であ
る。専門家による研修会を定期的
に開催できるよう、担当分掌を中心
に年間計画として設定していくよう
にしたい。

ICTの活用の推進 ＩＣＴ推進実践校として、推進員は週
１０時間の研究開発時間を確保し、
来年度２年目を迎える。教師の教材
開発に加え、児童生徒のＩＣＴ活用
能力と学習を向上させる。

近隣の自治会と非常時の受け入れ体制及び指定
避難所の検討

評価アンケートの実施 本校は令和８年９月までに指定避
難所となることが検討されており施
設の活用についても検討していく。

保護者・地域等の連携強化及び学校での取り組
みや進路・福祉情報の積極的な発信

まとめによる検証 地域の方々や学校間での直接交流
が再開され、共に活動することの楽
しさや充実感を得られた。

学校運営協議会の円滑な実施 地域、医療、福祉、教育とのつなが
りの中で子どもたちに対して何がで
きるかを地域と一緒に考えていく。

勤務時間や健康管理を意識した教職員の主体的
な働き方改革

評価アンケートの実施 会議の書面開催を拡大していくこと
によって働き方改革及び、時間の
有効利用をしていく。

ICT等を活用した校務の効率化 まとめによる検証 リモート会議やフォルダをより有効
に使うことで、会議時間の短縮を進
める。

キャリアプランに応じた新たな教育課題への対応
ができる人材育成

それぞれのキャリアステージにおい
て求められる資質を把握し、目標達
成のための研修を積んでいく。

留意点 （１）重点目標と評価項目については、各学校の現状と課題に基づき、実情に合わせて重点化し、設定する。
（２）学校関係者評価については、年度当初に今年度の重点目標の現状と具体的対策を説明し、評価に必要な情報提供を計画的に行う。学校関係者評価実施日とは、最終回の学校評価委員会等を開催し、学校自己評価を踏まえて評価を受けた日とする。

・教員と学校看護師が協同し、保護者や地域支援者とも連携することで、医療的ケア児
の 学習保障・安全管理・学校行事参加 が大きく前進している。また、入学前支援や災
害時対応など、学校生活の質を包括的に高める取り組みも求められている。
・ヒヤリハット事例の蓄積と分析は、事故を未然に防ぐための最も効果的で現実的なア
プローチである。そのために必要なのは、継続的な情報共有、教員と学校看護師の協
働による多面的な分析、蓄積データのマニュアル・研修への反映、特定行為に関わる教
員の安全性確保であり、これらが総合的に作用することで、医療的ケアの安全性が高ま
り、学校生活の質向上につながる。
・安全な摂食指導を充実させるには、教員・学校看護師の日常的な連携に、歯科医師
の専門的視点を加えることが不可欠である。学校内外の多職種との協働により、児童
生徒一人ひとりに合った安全で豊かな食事支援が実現し、学校生活の質向上につなが
る。
・非常時・災害時対応を充実させるには、日常の医療的ケアで築かれている教員と学校
看護師の連携を基盤として、避難体制を総合的に再検討することが不可欠である。
また、学校が地域の避難拠点として機能する可能性を踏まえ、地域と連動した防災体
制づくり が求められる。

・ 災害時における地域との協働体制の重要性が改めて確認された。学校は地域の指
定避難所としての機能を強化する必要がある。
・支援学校・盲学校・地域自治会の三者で防災意見交換会を実施し、災害時の対応を
協議したいとの提案もあり、学校間・地域間の連携を深める方向性が示された。
・ そのために近隣自治会との協働体制を平時から構築し、非常時の受け入れ体制を具
体的に検討することが不可欠である。合同防災訓練等を通じて指定避難所としての機
能強化に取り組む必要がある。
・保護者・地域との連携強化は、児童生徒の学びと生活を支える基盤であり、地域理解
の深化やインクルーシブ教育の推進にも寄与する。
また、学校の取り組み（盲学校を含む教育活動）や進路・福祉情報を積極的に発信する
ことで、保護者・地域の理解が深まり、学校を中心とした協働がより強固なものとなる。
近隣自治会との日常的な協働体制の構築
（避難所運営、防災協働などの共通課題が連携を強化する）

・ICT活用による業務効率化を進め、勤務時間の適正化と負担軽減を図る。精神的・肉
体的な健康管理を重視し、無理なく働ける環境を整える。業務分担の見直しを継続し、
教職員の負担を組織的に軽減する。キャリア形成と働き方の両立を支える研修体系を
整え、若手の学びも保障する。これらを教職員自身が主体的に進めていくことで、生き
生きと働き続けられる職場づくりが可能になる。
・ICT 活用による校務効率化は働き方改革の中心的な柱である。教職員の精神的・肉
体的負担を軽減し、健康に働ける環境整備が求められている。業務分担の見直しと
ICT 活用を組み合わせることで、より高い効率化が期待できる。校務効率化は、教員の
キャリア形成や若手育成にも寄与する。ICTを戦略的に活用することで、持続可能で魅
力ある職場づくりにつながる。
・若手教員の学びの意欲を高める組織文化を醸成する。これらを一体的に進めること
で、教職員一人ひとりが自身のキャリアプランに基づき、未来の教育課題に対応できる
専門性を身につけていく体制づくりが可能になる。

・児童生徒に育てたい資質・能力を明確化し、それに基づく授業づくりを教員間で共有
し、PDCAで改善することが重要という方向性が浮かび上がっている。特に重要なポイン
トは：資質・能力を基軸にした授業設計、個別の指導計画・自立活動・教科を関連づけ
て示すカリキュラム・マネジメント、教員の専門性向上による授業改善、ICT活用による
学びの質向上、PDCAによる継続的な授業改善サイクルであり、これらが各教科と結び
つくことで児童生徒の実態に応じた「資質・能力が身につく授業」が実現できる。
・外部講師・専門家・授業アドバイザーとの連携は、教員の専門性向上と授業の質的充
実に不可欠であるという点が一貫している。特に重要な視点として、専門家の助言によ
る教員スキルアップ、個別の指導計画づくりへの専門知識の活用、PDCAあサイクルに
外部視点を取り入れた授業改善、校内研究と教育課程改善への専門家参画、ICT・教
材活用の高度化を支える外部支援などがあり、これらを通して、児童生徒の学びに必要
な資質・能力育成につながる授業づくりが可能になっていく。
・今年度は ICT 機器の導入・活用が適切に進められ、授業目標の達成にも寄与してい
る。今後さらに ICT 活用を推進していくためには、教員のICT活用スキル向上、外部専
門家との連携、校内研究・研修との結びつき、個別の指導計画との関連づけが鍵とな
る。ICT を効果的に活用することで、児童生徒にとってわかりやすく主体的な学びを支え
る授業づくりが実現できる。

本年度の重点目標

４　教職員の働き方改革の推進への取り組み
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Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ 4

教職員一人ひとりがキャリアに応じた主
体的な研修を積むよう意識した。

２　個に応じた質の高い特別支援教育を提供する学校づくりへの
取り組み

自己評価結果

３　地域と連携・協働する学校づくりへの取り組み

ひびき合え　心豊かに　すこやかに 山梨県立甲府支援学校校長　　相山　洋幸

学校関係者評価

実施日　（令和８年２月１２日）

ほぼ達成できた。（８割以上）

概ね達成できた。（６割以上）

本年度の重点目標

学校目標・経営方針

1

2

個に応じた質の高い特別支援教育を
提供する学校づくりへの取り組み

安全で安心な学習の場としての学校
づくりへの取り組み

不十分である。(４割以上)

達成できなかった。（４割以下）

良くできている。

できている。

できていない。

評価

自　　　　　己　　　　　評　　　　　価

達
成
度

評価

年度末評価（２月１日現在）

１　安全で安心な学習の場としての学校づくりへの取り組み

3

地域と連携・協働する学校づくりへの
取り組み

4

教職員の働き方改革の推進への取り
組み

教員による特定行為の実施を進め、授業
中のスムーズなケアに繋げることができ
た。

授業中の転倒事故等で通院するケース
があった。朝礼時に「児童生徒に関わる
際の基本事項」の確認に努めた。

研修会や、歯科医との連携により、食形
態や介助の見直しを迅速に行い、安全な
摂食指導を行うことができた。

非常時対応として、避難経路の見直しと
災害想定訓練を行った。人員確認や建
物損壊の把握などが迅速で正確に進め
られた。

実態把握を正確に行い、個別の指導計
画、教育支援計画に基づいたねらいを達
成していく授業づくりを意識した。

ＰＴ．ＯT、ＡＬＴ，ＩＣＴ支援員などの外部専
門家、また、校内の授業アドバイザーな
どを有効活用することで、児童生徒の身
体への関わり、視線入力を使った教材開
発についてなどの教員の悩みを解決し、
専門性の高い授業作りに繋げることがで
きた。

一人一台パソコンを使って学習している
高等部生と視線入力装置を使って教科
学習をしている児童生徒など実態は様々
であるが、自身の意思を明確に表現でき
るツールとして、活用できた。

避難しない訓練を行うことで、移動時の
危険回避、体育館などの大きな場所を空
けておくシミュレーションができた。

ホームページで学校の様子や情報を発
信したり、交流会や会議等の場を通じ防
災の課題なども話題にできた。

学校運営協議会では、委員の皆様の協
力を得て、様々な立場からの意見交換の
もと協議を深めることができた。

勤務時間管理をすることで、時間外在校
等時間が前月を超えない働き方を意識さ
せるようにした。

会議の在り方や事務処理等においてＩＣＴ
等の活用が有効であり、校務の効率化
に繋がっている。


